
近年、世界的に環境問題や気候変動対策への意識が高まり脱炭素社会の実現に向けた動きが加速しています。こうした中で我が国においても
大手企業を中心に温室効果ガスの排出量削減や再生可能エネルギーへの転換などの取り組みが拡大しており、今後中小企業にとっても避ける
ことができない経営課題になると思われます。今回は脱炭素経営に向けた取り組みについてアンケートを実施いたしました。

脱炭素経営の取り組み状況に関する調査について

調査時期／2024年5月15日～6月5日　　調査対象企業数／1599社　　有効回答数／454社　　有効回答率／28.4％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

Q1
貴社では脱炭素化に向けた取り組みを実施してい
ますか。 ※1つ選択
貴社が既に取り組んでいる、もしくは今後実施したい
と考える取り組みをお答えください。※最大2つ選択

Q2
貴社の脱炭素に対する優先度について
お答えください。　※1つ選択

Q3
取引先から脱炭素に向けた
具体的な要請を受けていますか。　※1つ選択

貴社が考える脱炭素経営の
目的についてお答えください。　※最大2つ選択Q4
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Q5
貴社が脱炭素に取り組むにはどのような支援が必要かお答えください。　※最大2つ選択
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